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地
方
税
の
納
税
猶
予

徴収猶予等

【徴収の猶予】
新型コロナウイルス感染症に関連して本人又は家族が病気に
なった等の事情で地方税を一時に納付又は納入することが困難
であると認められる場合、申請によって徴収の猶予制度を適用

【申請による換価の猶予】
新型コロナウイルス感染症の影響で地方税を一時に納付･納入
することができない場合で、一時に納付することによって生活の
維持を困難にするおそれがあるなどの一定の要件に該当すると
きは、猶予を受けようとする地方税の納期限から６か月以内に
申請することにより、換価の猶予制度を適用

【徴収の猶予】
納税を原則１年間猶予（不動産取得
税など。猶予を受けようとする税額が
一定金額以上の場合は担保の提供
が必要）。猶予期間中の延滞金は全
部又は一部を免除

【申請による換価の猶予】
納税を原則１年間猶予（不動産取得
税など。猶予を受けようとする税額が
一定金額以上の場合は担保の提供
が必要）。猶予期間中の延滞金の一
部を免除

安芸県税事務所：0887-34-1161
中央東県税事務所：088-866-8510
中央西県税事務所：088-821-4651
須崎県税事務所：0889-42-2366
幡多県税事務所：0880-35-5972
（平日8:30～17:15）

・固定資産税、住民税などの市町村税に関す
る相談は、各市町村税務課

・国税に関する相談は、各税務署

母子父子寡婦福祉資金
貸付金

ひとり親家庭等の就業環境が変化し、一時的に就労収入が減少
する場合に生活資金を貸付
○貸付対象者
ひとり親家庭の親となって7年未満の方又は失業した方

月額（限度額）：10.5万円
※限度額内で就労収入の減少分に対
する貸付

お住まいの市町村役場
母子父子寡婦福祉資金貸付金担当課

償還免除付
ひとり親家庭住宅支援資金貸付

就労を通じた自立に向けて意欲的に取り組んでいるひとり親の
方に、住居の借り上げに必要となる資金を無利子で貸付
○貸付対象者（①②両方に該当する方）
①原則、児童扶養手当の支給を受けている方
②母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、自立に向けて
取り組む方

月額上限4万円×12か月まで
※入居している住宅の家賃実費

【償還免除】
1年以内に安定的な就労につながった
場合は、1年間の就労継続後に一括
償還免除

高知県社会福祉協議会
電話：088-844-4600　（平日8:30～17:15）

給
付
金

住居確保給付金
休業等に伴う収入の減少により、家賃の支払いに困り、住居を
失うおそれが生じている方に原則3ヶ月、家賃相当額を自治体か
ら支援

※自治体により額は異なります
【高知市の例】
単身世帯：3.2万円
2人世帯：3.8万円
3～5人世帯：4.2万円

お住まいの市町村の自立相談支援機関
（市町村社会福祉協議会等）

国民健康保険税（料）

後期高齢者医療保険料

第１号介護保険料

国民年金保険料
令和２年２月以降に業務が失われたことなどで収入が減少し、
所得が一定基準相当まで下がった方

保険料の全部又は一部の免除 お住まいの市町村の国民年金担当課

休
業
補
償

給
付

国民健康保険及び後期高齢者医療に
係る傷病手当金

被保険者が新型コロナウイルスに感染又は疑いの症状があり、
仕事を休んでいる間、給与などの支給がなかった場合、傷病手
当金を支給
※令和５年５月７日までに感染した方が対象
（市町村によって取扱いが異なる場合があります。）

(1日あたり)
直近3ヶ月の平均給与日額×2/3

お住まいの市町村の
・国民健康保険担当課
・後期高齢者医療担当課

高等教育の修学支援
新制度

住民税非課税世帯または準ずる世帯の学生や、世帯の年収が
大きく減った世帯の学生に対し、授業料・入学金の減免及び給
付型奨学金を支給
（4人世帯の目安年収 ～３８０万円）

授業料・入学金の免除または減額
　　　　＋
給付型奨学金の支給

日本学生支援機構　奨学金相談センター
電話：0570-666-301
（平日9：00～20：00）
在学中の各大学、専門学校等

県内大学の授業料に関する支援制度
等

県内大学において、授業料の延納や分納等の相談に対応。大
学独自の授業料減免制度も適用

授業料の免除や延納等 在学中の各大学

寄
附

ふるさと納税

ふるさと納税の一環として、医療提供体制の強化や県内事業者
や生産者への支援、子供たちの学習支援などの事業を進めるた
め、新型コロナウイルス感染症対策「こうちふるさと寄附金」を
Webを通じて募集

高知県 総務部 政策企画課（企画第二担当）
電話：088-823-9563　（平日8:30～17:15）

治療と仕事の両立支援制度
労働者が病気（新型コロナウイルス感染症の後遺症を含む）に
なっても安心して働き続けられるよう、保健師や社会保険労務士
など、治療と仕事の両立支援の専門家による無料相談を実施

高知産業保健総合支援センター
　電話：088-826-6155
　（月～金　8:30～17:15）

自立相談支援事業

相談支援員が生活状況等をお伺いし、必要な情報の提供や助
言を行い、相談者と一緒に自立への支援計画を立てるとともに、
住居確保の支援、就労に向けた支援、家計管理の支援等、他の
専門機関やサービス提供機関と連携し自立に向けた支援を実
施

お住まいの市町村の自立相談支援機関
（市町村社会福祉協議会等）

生活保護
現に生活に困窮している方に、最低生活の保障と自立の助長を
図ることを目的として、困窮の程度に応じた生活費、住居費等の
必要な保護を実施

年齢、世帯の人数等に応じて国が定
めた最低生活費から、その世帯の収
入額を差し引いた額（※資産、能力等
あらゆるものを活用することが前提と
なります）

市にお住まいの方は市福祉事務所、町村にお
住まいの方は町村役場又は県の福祉保健所

新型コロナウイルス感染症に関する高知県からのお知らせ
【個人向け融資・給付等支援窓口一覧】
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一定程度収入が下がった方や世帯を対象とした保険料の減免
など
※介護保険料については、６５歳以上の方が対象
※国民健康保険料及び後期高齢者医療保険料については、令
和４年度相当分保険料までが対象
（市町村によって取扱いが異なる場合があります。）

保険料の減免など

お住まいの市町村の
・国民健康保険担当課
・後期高齢者医療担当課
・介護保険担当課
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https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/110501/2020031700036.html
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/060401/2020030900239.html
https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/060401/2021081300344.html
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/060101/2020040900496.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000607519.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000607519.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000607519.pdf
https://www.nenkin.go.jp/oshirase/saigai/202000319.html
https://www.jasso.go.jp/news/1327624_1545.html
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/140901/2019052700262.html
https://www.satofull.jp/static/oenkifu/corona_virus.php
https://www.kochis.johas.go.jp/balance_support/
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/060101/2020040900496.html
https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/060601/2021020300060.html

